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第63回調達価格等算定委員会 

 

日時 令和２年11月27日（金）14：00～15：44 

場所 経済産業省別館２階236会議室（オンライン会議） 

 

１．開会 

 

○清水新エネルギー課長 

 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第63回調達価格等算定委員会を開催させてい

ただきます。 

 皆様におかれましては、御多忙な中御出席いただきまして誠にありがとうございます。本日も

オンラインでの開催という形でさせていただければと思います。 

 事務的な留意点ということで２点申し上げさせていただきます。 

 まず１点目でございます。委員の先生方、オブザーバーの参加者におかれましては、ビデオは

オフ、それから、マイクについても通常ミュート状態で、御発言のときにオンにしていただくと

いう形でお願いをいたします。 

 それから、２点目でございますが、通信のトラブル等生じた場合には事前に御連絡させていた

だいています事務局の連絡先に御連絡いただければと思います。電話にて音声をつなぐなど、何

らかの形での改善策を講じたいというふうに思ってございます。 

 それから、山内委員長に以後の議事進行をお願いいたします。先生、よろしくお願いいたしま

す。 

○山内委員長 

 それでは、早速ですけれども、お手元の議事次第に従って進めさせていただこうと思います。 

 本日ですけれども、本日は太陽光発電と風力発電について事務局資料を踏まえつつ御議論いた

だくということでございます。 

 それでは、まずは配付資料の確認をお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 インターネットで中継の御覧の皆様方におかれましては、経済産業省のホームページのほうで

資料をアップしておりますので、こちらのファイルを御確認ください。 

 配付資料一覧のほうにございますとおり、議事次第、それから、委員等名簿、続きまして、資
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料は３つございます。資料１で太陽光発電について、それから、資料２で風力発電についてとい

うことで事務局の資料でございます。それから、資料３といたしまして、11月６日に公表されま

した第６回の太陽光の入札結果につきまして、一般社団法人低炭素投資促進機構様の資料を御用

意してございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、63回の委員会の冒頭にまずは11月６日に太陽光第６回の入札結果が発表されており

ます。そのことを踏まえまして、上限価格の決定に至った考え方について改めて御説明申し上げ

たいと思います。 

 御説明の位置づけについて、まず事務局から一言お願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 ９月29日に第60回の委員会ということで、非公開で開催されまして、太陽光の第６回の入札の

上限価格について意見の取りまとめをいただいております。その後、この意見を尊重した形で経

済産業大臣が上限価格を決定し、10月19日から10月30日までの間、入札を実施し、11月６日に一

般社団法人低炭素投資促進機構より先ほど申し上げました資料３でその結果を公表したところで

ございます。 

 非公開の委員会につきましては、調達価格等算定委員会の運営規程の第３条、それから、委員

会の公開についての７ポツのところの規程に基づきまして議事要旨を事後的に公開するとともに、

委員長及び委員長代理が次回の公開の委員会の冒頭に説明を行うというふうにされております。 

 ただ、前回、９月29日のその後、委員会はございましたが、その際は入札実施の前でございま

したので、委員会を非公開とした趣旨に基づきまして議論を行ったことのみ御説明いたしまして、

決定に至った考え方も含め、その内容は今回の入札結果の公表後に御説明するというふうにして

ございます。 

 そこで、本日の委員会の冒頭で委員長及び委員長代理より改めて上限価格の決定につきまして

内容を御説明いただきます。 

○山内委員長 

 ということで、上限価格の決定について私のほうから報告をするということであります。第60

回の委員会で太陽光入札、第６回の入札ですね、この上限価格を決定して意見を取りまとめまし

た。 

 具体的には、事業者間の競争を確保しつつ、効率的な事業実施を促すということでありまして、

このときの取りまとめは太陽光第６回入札については上限価格を12.0円とすると、こういう意見
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で取りまとまったということでございます。 

 私からの説明は以上ですけれども、髙村委員長代理から補足がございましたらお願いしたいと

思います。 

○髙村委員 

 髙村でございます。山内委員長、聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○髙村委員 

 今、山内委員長から御説明があったことに追加をする点はございません。ありがとうございま

す。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 ということでございますので、冒頭の報告は以上でございます。 

 

２．太陽光発電・風力発電について 

 

○山内委員長 

 それでは、本日の議事に入りたいと思います。 

 本日は、先ほど申し上げましたけれども、太陽光と風力について御議論いただくということで

ございますが、まず前半は太陽光について御議論いただきたいと思います。事務局から資料１に

基づいて御説明をお願いします。 

○清水新エネルギー課長 

 それでは、事務局のほうから資料１に基づきまして太陽光発電についての説明をさせていただ

ければと思います。資料は大部になりますので、少しポイントの部分について御紹介させていた

だければと思います。 

 めくっていただきまして、２ページ目のところからでございますが、本日御議論いただく事項

ということで太陽光の事業用と、それから、住宅用といったところの今年度、それから、来年度

以降の取扱いというところでございます。 

 ３ページ目のところでございますが、本日御議論いただきたい事項ということで、前回９月29

日にかけているものでございますが、22年度以降の取扱い、それから、来年度の入札制の対象等、

それから、対象外のところの価格設定、それから、４点目に住宅用の調達価格、それから、最後
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に廃棄等費用の積立てといったことが論点というふうになってございます。 

 ページを先のほうに進まさせていただきまして、６ページ目のところの章立てのところで薄く

ございますが、今申し上げましたような形で順番に御説明させていただければと思いますが、ま

ず2022年度以降の取扱いということで、ＦＩＴ、それから、ＦＩＰといったことの位置づけ、考

え方といったところでございます。 

 ページを進まさせていただきますが、その間にＦＩＰの関係の資料がございますので、参考で

載せさせていただいております。 

 20ページまで進んでいただけますでしょうか。 

 20ページ目のところにＦＩＰの対象、それから、選択・移行といったことでの考え方というこ

とでございます。こちらは太陽光の資料の中で便宜上載せてございますが、まず電源共通の全体

の考え方という位置づけで20ページ、21、22の資料になってございます。 

 20ページ目の下のほうにございますが、領域を３つに分けてございます。点々になっていると

ころが2022年４月ということで法律の施行と思っていただければと思いますが、その時点から

Feed-in Premiumの対象となるというところが領域①というところでございます。その下の領域

②ということで、その時点ではFeed-in Tariffの対象としつつ、直線がだんだん下がってきます

ように今徐々に対象が変わってくるというところ、それから、領域③というところで既に認定さ

れているものということでございます。あくまで概念図でございますので、電源によっては領域

①がない場合ですとか領域②がない場合ですとかいろんな形のものはございますが、概念として

はこういう整理になってございます。 

 特に領域②や③といったところについてFeed-in Premiumを希望される場合にどう取り扱うか

といったようなこと、それから、①と②の線引きといったところが論点になるかと思ってござい

ます。 

 21ページ目のところでございますが、今の領域①のところにつきましての①と②の線引きとい

ったところにつきましては、大量導入小委員会等での議論も踏まえまして、電源元の状況や事業

環境といった点を参考にしつつ検討していくということ、それから、領域②ということで下半分

のところでございますが、こちらについてはFeed-in Tariffの対象としつつも、事業者の中でＦ

ＩＰを希望される場合、こちらにつきましては、電力市場への統合といったことの価値も踏まえ

ますと、事業者が希望して制度として対応可能な場合というのは、これはＦＩＰとしての新規認

定というのも選べるようにしていくという制度設計が望ましいのではないかと。 

 それから、領域③という既認定の部分につきましても、これが既に90ＧＷ程度あるということ、

それから、アグリゲーションのビジネスの活性化や市場統合といったような観点で考えますと、
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動機づけが何らか必要になるというところで、こちらは合同会議等でも今後検討されていくこと

になりますが、事業者さんのほうが希望するのであれば、ＦＩＰへの移行ということも認めてい

くべきではないかというような考え方を整理してございます。 

 22ページ目でございますが、どの区分に関してということでもございますが、基準価格、交付

期間といったことについては、これはＦＩＴの世界と基本的な考え方を同様にしていくというこ

と、それから、下半分でＦＩＰ制度の選択・移行といったことについて、今申し上げましたとお

り、なるべくそういったものを可能にしていくというふうにしていくというところでございます

が、一方で、急激に大量の方が移行されるといったようなことによる混乱等も可能性があるとい

うことでございます。そういう意味で導入当初につきましては、まず50ｋＷ以上といったところ

について新規の認定とか移行といったことを進めていくというふうにしてはどうかということで

ございます。加えて、混乱の回避という観点から一定の要件を課すといったようなことも必要に

応じて検討する必要があるのではないかと。 

 それから、逆向きのほう、一旦ＦＩＰにした上でＦＩＴに戻りたいといったものにつきまして

は、これは自立化や市場統合といった価値を踏まえますと、そちらの向きの移行というのは認め

ないことにすべきではないかというような考え方で整理をしてございます。 

 23ページ目、今の考え方を太陽光に当てはめた場合にどういうふうに考えていくかというとこ

ろでございます。これまでの経緯、議論ということで早期にＦＩＰ制度に移行して電力市場への

統合を図るべきというのが太陽光の大きな方向性ということで、事業者のほうから詳細は割愛さ

せていただきますが、区分けについての御要望をいただいているところでございます。 

 真ん中のところの上から黒四角でいうと４つ目のところでございますが、電源の性質といった

ことで一つの便宜上の考え方として卸電力取引市場での最小取引単位というところでの取引が可

能な割合というところで、80％の電気供給が可能とできる規模ということを機械的に算出すると、

１ＭＷ、1,000ｋＷというラインになるというふうなことでございます。 

 こうした状況も踏まえまして、先ほど申し上げた３つの区分けの領域①ということで、2022年

の段階からＦＩＰに移行するといったところの線引きについては、これは1,000ｋＷ、１ＭＷ以

上というふうにしてはどうかというのが事務局としての案として提示させてございます。また、

地域活用要件を課していない50ｋＷ以上の部分につきましては、2022年ではないにしても、早期

にＦＩＰへの移行を目指していくべきではないかということでございます。 

 今の概念を整理させていただいたのが24ページのところでございます。1,000ｋＷより上のと

ころについてはＦＩＰの入札ということで、これは先ほどの領域①といったところに整理されて

いるところでございます。50ｋＷからそれより下、1,000ｋＷ未満が領域②というところでござ
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いますが、途中で申し上げましたとおり50ｋＷ以上の部分につきましては、事業者さんが希望さ

れるのであればFeed-in Premiumの選択も可能ということ、50ｋＷ未満のところは原則ＦＩＴの

世界でしていくというようなことが概念図としての整理になります。その際に入札の対象の区分

というのは、この後また論点提示させていただきますが、1,000ｋＷ以上のＦＩＰのところにつ

いては、これはそのまま入札でございます。問題なのは50ｋＷから1,000ｋＷのところでござい

ます。こちらは、ＦＩＴの下では入札というところでございますが、Feed-in Premiumの市場統

合の価値ですとか入札でＦＩＰということでのある種の不確実性みたいなことで考えたときに、

ＦＩＰへの選好する同期といったことから、50キロから1,000のところのＦＩＰについては、こ

れは入札対象外の固定値という形にしてはどうかということでございます。 

 以上のところが2022年度時点での太陽光のまずＦＩＴとＦＩＰの区分けといった論点でござい

ます。 

 続きまして、26ページ目以降で調達価格、入札対象外のところの価格動向といったことと調達

価格の考え方というところでございます。 

 26ページ目で海外の動向ということで、パネルの市況というものが下がりつつありますが、過

去の低下に比べると少し緩やかになっているという状況でございます。 

 27、28は業界の資料ですので割愛させていただきます。 

 29ページ目のところが資本費の構成ということの設置年別の推移ということでございます。

徐々に低減をしているというところでございますが、パネルの価格ということでオレンジの部分、

こちらは下がりつつありますが、特にピンクの工事費といったところを含めて少しピンクのとこ

ろはあまり低減していないということで、全体としても鈍化しているというような状況でござい

ます。 

 30ページ目、同じ数字なので割愛させていただきますが、31ページ目のところで今申し上げま

したパネルの部分だけ取り上げますと、おおむねコスト低減の傾向にあるというところでござい

ますが、32ページ目のほうを見ていただきますと、工事費といったところについては低下が鈍化

または足元ですと増加傾向といったことで少し横ばいになっているという状況でございます。 

 33ページ目で、その中でのトップランナーの部分がどういうふうになっているかということで、

これまでもＦＩＴの調達価格の考え方で効率的な事業実施ができる方というところの水準という

ことで、トップランナーのシステム費用の動向といったことを価格設定の前提としてございます。

毎年、その年の中央値３年前どの水準にあったかといったところでトップランナーの水準という

ことを設定してございます。こちらの表でいきますと４つの欄でございますが、一番左の説明、

2020年１月から９月設置といったところの50％、一番下のところで19.80といったところの数字
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でございますが、この19.80といったものが一番右のところ、３年前のときにどのレベルにあっ

たかというふうに見ますと、19.80といったものが大体17％程度といったところになります。そ

れを左に持ってくると14.5といったような考え方になります。昨年同様の考え方でしてございま

すが、昨年と同じ考え方でいきますと、15％ラインといったオレンジのところがトップランナー

としての線引きになるわけでございますが、その考え方でやりますと、14.21万円といったよう

な数字になってございます。こちらは今年度の調達価格の設定というのが14.2万円となってござ

いますので、今年度のシステム費用のところから横ばいといったような結果になってございます。 

 34ページ目のところでございますが、システム費用の想定値といったことでこれまでの価格を

設定したときの前提となる想定値の推移ということでございます。順番に下がってございますが、

今申し上げましたように2020年の14.2万円のところに比べまして、2021年度は14.2万ということ

で横ばいになっているというような状況でございます。 

 続きまして、土地造成費等のほかの諸元についての結果ということでございますが、時間の限

りもありますので結果だけお伝えさせていただきますが、土地造成費、35ページ目のところはも

ともと0.4というふうに置いておりまして、中央値のところについては去年と同様で変化がない

ということで、多くの方が土地造成を要していないということでございます。 

 36ページ目、接続費といったところについても去年の1.35といったところから大きく外れた状

況には今なっていない状況でございます。 

 37ページ目、運転維持費といったことにつきましても、想定値とおおむね同水準というふうに

なってございます。 

 それから、38ページ目、設備利用率ということでこちらは17.2万ということで、これは過去の

全部のものを含めた数値ということで設備利用率の数字が出てございます。右側を見ますと、ト

ップランナーということで大体20％とか25％ぐらいといったところで見ると、大体同じ17％ぐら

いといったような状況になってございます。 

 39は割愛させていただきまして、40ページ目でございますが、こうした諸元を踏まえたｋＷｈ

当たりのコストということで見ていきますと、大体2019年に設置されたもののコストが13円から

16円といったような数字になってございます。 

 41、42は省略させていただきまして、43ページ目でございますが、ここからが10から50ｋＷの

自家消費型のものについてのコスト動向ということでございます。 

 まず、43ページのところが10から50のものの追加費用といったものが一体どうなってきたかと

いうところでございますが、３つ目の黒四角のところでございますが、定期報告のデータという

のは、今の時点では今年度から導入したということもあって得られていないというところで、新
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しく今年から設定したものについての情報というのが現時点ではない状況でございます。少し説

明させていただきますと、一番上の黒四角のところでございますが、今年の10から50ｋＷの小規

模のものにつきましては幾つかの要件を課しまして、30％の自家消費を実施するという①、それ

から、②で災害時に自立運転を行い、給電用のコンセントを一般の用に供するといったようなこ

との両方を満たすことをＦＩＴの認定要件というふうにしてございますが、こうした取組をした

場合のコストデータというものが今得られていないという状況でございます。 

 44ページ目で10から50という小さいものについてのシステムの部分について、同じようなトッ

プランナー、そこの部分を考慮した形でのトップランナー分析というふうにいたしますと、上位

21％というところがラインになるわけでございますが、こちらについては18.18万円ということ

で、一番左の列のオレンジのところの数字でございます。これがトップランナーということで、

20年の調達価格における想定値21.2万というところが少し減少しているという状況でございます。 

 45ページ目、自家消費型でございますので、自家消費分の便益というものが価格算定に当たっ

て必要になってきますが、一番下のところでございますが、直近のデータを引っ張ってくると、

消費税率も加味した形で全体で18.74といったような水準になってございます。 

 40ページ、41ページは省略させていただきまして、48ページ目でございます。48ページ目と49

ページ目のところで、以上のところを踏まえました入札対象外といったところの足元のコストデ

ータの実績も踏まえた2021年度の取扱いというところでございます。 

 途中で申し上げましたとおり、これまでのトップランナーの方式に基づく積上げによるシステ

ム費用というのが横ばいといったような状況になってございます。一方で、この48ページ目のと

ころでございますが、事業用太陽光発電の価格目標につきましては、これは2025年度に運転開始

する案件の平均的な発電コスト７円といったものを達成するということになってございます。こ

れは、具体的には調達価格またはＦＩＰの下での基準価格という意味では、その段階で8.5円相

当といったようなものを達成していくということが必要になります。運転開始までの期間といっ

たところにつきまして、これまでよく３年という言い方をしてございますが、もう少し詳細に見

ていきますと、１年以内に運転開始しているものは70.5％、２年以内で89.8、３年以内で94.9と

いうような形になっていまして、平均的なものが2025年にこのコストを達成するということを考

えますと、大体23年から24年頃に８から９円といったような価格水準を達成しているという必要

がございます。 

 ２つ目の黒四角のところでございますが、法律上、調達価格の算定というのは再エネ電気の供

給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費用等を基礎といたしまして、価格目標

その他の事情を勘案して定めるというふうになってございます。これまでの価格につきましては、
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この規定に基づきまして価格目標との整合性ということも踏まえながら、それが問題ないねとい

うことで毎年のコスト状況からトップランナー方式によって価格を積み上げてございます。しか

しながら、今年の実績、先ほど申し上げましたものを踏まえますと、低減傾向が鈍化していると

いうことで、これまでと同じような方式だと価格目標の道筋が不透明となるというような状況で

ございます。そのため、トップランナー方式だけでなく、価格目標をより意識して25年に７円と

いった価格目標に向けた道筋が見えるような形での調達価格、基準価格というものを設定してい

くというような考え方で設定してはどうかというふうに整理してございます。 

 その上で、この場合にやはりコスト削減に向けた歩みをより強めていく必要があるというふう

に考えております。黒四角の３つ目、下のところでございますが、その場合、同時にコスト低減

に向けてより効率的な案件形成を促進していく必要があるということでございます。事業者の

方々からは、複数年度の目標値が公開されているということで、案件開発が効率化できるという

声もヒアリングのときにございました。こうした状況も踏まえますと、事業用太陽光の調達価格

や基準価格については、来年度、2021年度に加えて再来年度、2022年度、複数年の価格を設定し

てはどうかと、こういった形でより効率的な案件形成を促してはどうかということでございます。 

 49ページ目に今度は10から50のところの取扱いでございます。自家消費型の部分のところでご

ざいますが、途中で申し上げましたとおり、本来自家消費の比率の適切性とかそういったことに

ついての確認が必要でございますが、途中で申し上げましたとおり、まだデータがそろっていな

いという状況でございますので、基本的な方向性といたしまして、現時点では現行の要件を維持

して様子を見るといったような方針にしてはどうかということで、来年度になりますと、今年度

のデータ等も含めて大分集まってまいりますので、改めてしっかりと分析するというふうにして

はどうかということでございます。 

 50ページ目以降、入札制というところでございます。 

 進みまして、52ページ目のところで今年の上期の入札の結果というところでございます。募集

容量750ＭＷというものに対しまして360ＭＷということで募集容量を下回っているというところ

でございます。上限価格12円に対しまして、落札価格が11.5円、入札価格、落札価格ともに約

11.5円ということで、絵のとおり競争が進んでいるというか、各社さんによって一定のばらつき

があるような結果になってございます。 

 こうした結果も踏まえましてどうしていくかということで、53ページ目、業界からのヒアリン

グといったところで入札制度への御要望ということで、上限価格や複数年度の目標値の公開とい

ったようなことで案件開発の効率化を進めていくということがよいのではないかというお話をい

ただいております。 
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 その間のファクトのところは飛ばさせていただきまして、入札のところの取扱いということで

61ページ目まで進んでいただけますでしょうか。 

 入札制について今みたいな今年の上期の実態も踏まえながら、どういう形にしていくのかとい

うところでございます。入札対象範囲のところでございますが、今年度から500ｋＷ以上という

ところを250ｋＷ以上というふうに引き下げまして、入札対象範囲を拡大したところでございま

す。入札対象範囲のところの３つ目の黒四角でございますが、その結果といたしまして、入札・

落札した事業の約４割のものが新たに入札対象となった250から500ということで言っていの効果

があるかというふうに思ってございます。 

 一方で、やはり件数が大幅に増加しておりまして、27件から254件といったことで、これ以上

拡大していくというのが我々の運営体制といった部分でもなかなか難しい部分も現実的にござい

ます。こうした中で2021年度の入札対象というのは、今年度と同じく250ｋＷというふうに維持

してはどうかというのが範囲についての案でございます。 

 62ページ目が入札制についての今度は２つ目で、上限価格の事前公表・非公表といったところ

でございます。入札の設計に当たりましては、価格を非公表とした上で価格を意識した競争とい

ったことを比較的募集容量に余裕がある形でやっていただくということ、もしくは価格は公表し

た上で容量も絞って、他の事業者さんとの間で容量の競争をするという２つの大きな方向性があ

るというところでございます。先ほど申し上げましたような太陽光全体としてのコストの低下と

いったことの歩みをどう進めていくかという観点から、どのようにしていくかということでござ

います。これまでの経緯で申し上げますと、第１回については事前公表、第２回以降は事前非公

表というふうになってございます。 

 ３つ目の黒四角でございますが、業界からは上限価格の公表ということを御要望いただいてお

りまして、こうした見える形で案件形成したほうが新規案件が継続的かつ効率的にしやすいと。

その中での好循環が生まれていくというようなことの期待も考えられるという状況でございます。 

 こうした中で来年度の入札の上限価格の公表・非公表といったことについては、１つはこれま

でと同様な形で非公表するということ、２つ目にやはり競争性を確保していくということと導入

量を増やしていくということについて考えた場合に、上限価格を公表する一方で例えば入札１回

当たりの募集容量を減らして募集回数を増やすといったようなことをしていくということの一番

上のところの②の方向性ということもあるのではないかということで、先ほど申し上げました価

格目標の達成といったこと、それから、やはり再生可能エネルギーの最大限の導入といったこと

の命題がより強まっているという中で、この案②ということの方向性を指向してはどうかという

ふうに考えているところでございます。 
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 続きまして、今度は論点に移りまして、廃棄費用の取扱いということで65ページ目のところで

ございます。技術的な部分が多くございますので、ポイントだけ御説明させていただきますが、

廃棄費用ということでどう想定するかということで、今１万円／ｋＷというふうにしてございま

す。これを21年度、22年度についても同様にしてはどうかということ。それから、この金額につ

いてｋＷｈ当たりの積立額というものを設定する必要がございます。後半10年の積立てというふ

うになってございますので、そこのことも考慮した形でのｋＷｈ当たりの単価に設定するという

こと、それから、自家消費の部分については、自家消費の想定値で電気供給をする場合に基づい

た単価としてはどうかということで、66ページ目、次のページでございますが、このところにあ

るような形で具体的なｋＷｈの単価というふうにしてはどうかという内容でございます。 

 最後に住宅用というところでございます。69ページでございます。住宅用でございますが、ま

ず単年度か複数年度かという論点でございますが、住宅用につきましては、過去でいきますと17、

18、19と３年間分についてまとめて2016年に決めてございます。また、協会のほうからもやはり

予見可能性といった観点から複数年度を提示してほしいと御要望もいただいているところでござ

います。これらも踏まえまして、今年度の本委員会で向こう２年間、すなわち21年度、それから、

22年度の調達価格を決定するというふうにしてはどうかということで考えております。 

 70ページ目のところでございますが、システム費用ということでこれまでの設置年別の推移と

いうことで、新規・既築ともに低減傾向にあるという結果でございます。 

 トップランナーの分析は72ページ目でございます。72ページ目、住宅用についての同様のトッ

プランナー分析というふうにしてございます。先ほど申し上げましたように２年間の分の価格を

設定するということで、２年前のところとの比較をしてございますが、今年の50％、中央値の

30.08というのが２年前の大体37％の水準というところでございまして、これを今年度の数字に

引き戻しますと25.9万円、25.87万円といったところの水準になります。 

 上の四角囲いの一番下の黒四角でございますが、これも踏まえまして、今年度の29万円という

ことが２年後に25.9万円になるということを前提に、来年度はその間の27.5、再来年度が25.9と

いったようなシステム費用で設定してはどうかというのが72ページの案でございます。 

 それから、73ページ目、運転維持費でございますが、こちらについては据置きをするというふ

うにしてはどうか、それから、74ページの設備利用率といったところについても据置きとしては

どうかというところでございます。 

 それから、75ページ目に同じく余剰売電、自家消費分の便益といったところについても26.44

円ということで、これまでと同じ水準としてはどうかということ、それから、調達期間終了後の

売電価格というものが76ページ目ですが、これは実態を踏まえまして、もともと9.3円といった
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ところを9.0円といった形にしてはどうかということでございます。 

 論点が多数ある関係で少し駆け足になりましたが、以上、事務局からの説明でございます。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、これについて御議論をいただきたいと思いますけれども、今御説明を伺って御承知

のとおり、ＦＩＰを入れていくといったときにどういうふうにするかというところからまず始ま

っていまして、このＦＩＴの事業者もＦＩＰを希望すれば移れると、こういうようなことで大き

な御提案があったというふうに思います。逆のケースは認めないと。ＦＩＰからＦＩＴへの変更

は認めないということですかね。あとは基準価格とか交付期間について御説明がありましたね。 

 それから、太陽光については、2020年度は１ＭＷ以上を入札というふうにする、10ｋＷ以上１

ｋＷ未満はＦＩＰを選択可能だけれども、この入札対象にはしないということですかね、こんな

ことです。 

 それから、事業用太陽光では入札対象が250ｋＷ以上ということですが、御提案では上限価格

を公表してはどうかということであります。一方で、また１回当たりの募集容量を減らして募集

回数を増やすと、事務的な問題もあってこういうことだと思います。 

 それから、入札対象範囲外について価格目標の達成に向けた道筋が見えるということで、21年、

22年度の２年分の価格設定をするということですかね。あるいは地域活用要件ということで、こ

れは20年度と同じ内容を維持するということであります。そのほか廃棄費用の取扱いなどござい

ました。 

 あと、住宅用についても２年間の調達価格ということで御提案があったところでございますが、

以上が私のほうでまとめたところですが、これについて御意見を伺いたいと思います。よろしけ

れば順番でいきますけれども、よろしいですか、山地先生から。 

○山地委員 

 今回論点が多いので、かいつまんで申し上げますけれども、はもっていますか。何か。 

○山内委員長 

 こっちは特にあれです。ハウリングとかないです。 

○山地委員 

 そうですか。では、私は大丈夫です。 

 まず、ＦＩＰへの移行の件ですけれども、24ページのスライドのところでまとめられています

けれども、私はこれで結構だと思っております。事前にいろいろ事務局とお話もさせていただき

まして、この案で支持します。 
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 １つ議論が起こりそうなのは、入札対象外のところの21年度価格ですけれども、これは工事費

が少し下げ止まるとか上がるということもあって、いわゆる今までのトップランナー分析でいく

と、なかなか下がっていかない方向が見えているわけですけれども、事務局から説明があったよ

うに、要するに価格目標に誘導していくと。そういうことで下げていく方向を見せていく。だか

ら、むしろ価格を重視するという考え方を説明されたと思います。私はこれを支持したいと思っ

ております。効率的な供給を行った場合に要する費用ということには反しない範囲でこの価格目

標を設定できるというふうに私は考えております。 

 それから、複数年ですよね。価格目標を誘導するという点においても、やはり複数年、だから、

21年度、22年度の価格を提示するという方向が事務局案にもありましたが、それでよろしいかと

思います。 

 それともう一つは入札のほうですけれども、これは48枚目のスライドにまとめがありますけれ

ども、これも価格目標を少し意識した形でちょっとギアを切り替えていくということが必要かと

思っていまして、その点ではやっぱり上限価格の公表というやり方が事務局案ですけれども、そ

れでよろしいんじゃないかと考えました。 

 あと、住宅用、廃棄物の話も住宅用のところは今までのトップランナー分析のところで沿って

いきましょうということでございますが、これでよろしいんじゃないかと思います。 

 私からは以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それで、次は松村委員、お願いできますか。 

○松村委員 

 松村です。聞こえますか。 

○山内委員長 

 大丈夫です。 

○松村委員 

 まず事務局に質問です。スライド24のところで250キロと50キロのところに注釈がついていて、

閾値については2021年度案のそのままに仮定して取りあえず書いたという注記ですけれども、こ

れ21年度もまだ案なわけで、21年度の案が入札対象を250以上にするということが決まると自動

的に22年の閾値も250になるという意味でしょうか。あるいはこれについてはまた別途検討する

ということでしょうか。 

○清水新エネルギー課長 
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 事務局、清水でございますが、今の点にまず回答させていただきますが、まさにこれは22年度

以降の取扱いというところでございまして、先生御理解のとおり21年度の案もまさにこれから御

審議いただくところでございますが、この250ｋＷというところの線引きが今年度ももちろんの

こと、22年度に当てはまるかどうかというのは今まだ一切議論していないところでございますの

で、22年度についてこの赤枠のところのＦＩＴの中の入札と入札対象外といったところの線引き

は、今の時点では何ら決まっていないものということでございますので、イメージとして便宜上

置いたということで米印にしてございます。 

 この下のところの50ｋＷといったところも同様でございまして、22年度に向けた来年の議論の

中で変更があり得るというか、御議論の対象になり得るものだというふうに理解しております。 

○山内委員長 

 よろしいですか。 

○松村委員 

 ありがとうございました。よく分かりました。 

 それでは、コメントを具体的に申し上げます。基本的に全ての点で事務局案はよく考えられて

いると思います。全て支持します。 

 その上で、本来は22年度以降全てＦＩＰが原則だと思うので、スライド24のような形でＦＩＴ

がまだ残る、50以上のところでＦＩＴが残っているというのは若干不本意ではあるのですが、一

方で取引所の取引単位を参照して、出発点は１メガとするというのも、最初の年なのでやむを得

ないと思います。 

 その上で、もし取引所の取引単位を念頭に置いて、１メガと整理してしまうと、取引所の取引

単位が変わらなければ変えられないことになりかねない。その後、ちゃんと整理してあるとおり、

実際には取引所での取引が唯一の取引ではなく、ほかの形態の取引もある。卒ＦＩＴの電源とか

はもちろん小さなものでも事業者は買い取ってくれているということからすると、取引所の制度

が変わらなくても、これは当然に拡大していくことはできるし、そのことを早期に検討すること

が明記されていますので、今回の整理もやむを得ないと思います。 

 その上で、このスライド24のところのＦＩＴ（入札対象外）というところですが、仮置きで

250となっているところについては、これが適切なのか、これよりも低いものが適切なのかはも

う一度考える必要があると思います。今年度、2021年度に関しては250よりも下げるとすると、

事務処理能力からして相当に難しいことは伺いました。それは合理的な判断だと思います。しか

し、これは原則としてはＦＩＰに移行するということで、しかも、この案だと１メガ以下のＦＩ

Ｐに関しては入札対象外ということになるので、2021年度であれば入札対象になるような電源が



 15 

ＦＩＰに移行して入札対象外になるということもあり得る。原則ＦＩＰだということからして、

大量に移ってくれれば、そもそもＦＩＴで入札件数が減ることも十分予想されるので、2021年が

250だからといって22年も250にしなきゃいけないということはないと思います。 

 一方で、ＦＩＰに原則として移行してほしい、１メガ以下でも移行してほしいのだけれども、

実際にはＦＩＴに大量に残って、50以上は入札としてしまって物すごい数の入札が来てしまった

ら機能しなくなることもあり得るので、この点は慎重に考えなければいけないことは分かります

が、250というのはまだ仮置きだということを前提として今回の案を支持します。 

 上限価格の公表という考え方、複数年度というのにわたって行うということも両方合理的だと

思います。実際に上限価格は分からないことによる弊害はずっと指摘されてきた。なぜ上限価格

を非公表にしたのかというと競争性への配慮があったわけですが、今回は募集容量を減らすこと

とセットで、十分競争性が働くような格好にするということとのセットで公表するということ。

複数年にわたって価格を公表し、しかも、ある程度厳しい上限価格になっているということを含

めて総合的に考えれば、合理的な制度の変更だと思いました。これ以外の点についても事務局の

提案は全て合理的だと思います。支持します。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、髙村委員、どうぞ御発言ください。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 大丈夫です。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。 

 幾つか発言をさせていただきたいと思いますけれども、基本的には今回事務局が提案をしてい

ただいている案について異論はございません。とりわけ2021年度に向けて決定する方向性として、

これまでお願いをしてきましたＦＩＴあるいはＦＩＰ、入札との関係性も含めて整理をしていた

だいて、2021年度を想定したときに全体として私はバランスが取れた案だと思います。 

 １点目は、これは具体的な制度よりもやはり１つ全体として確認といいましょうか、状況を認

識しないといけないと思っていますのがスライドの11のところでして、これまでのＦＩＴ認定と

導入の状況について太陽光を示していただいていると思います。特に2020年度６月までのものと
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いうことではありますけれども、コロナの影響もあってだと思いますが、導入について随分足踏

みをしている形だというふうに認識をしています。こうした状況も踏まえて事務局からもありま

したように、やはりコストをうまく下げながら、しかし、着実に導入を進める。着実な導入がさ

らにコストを下げるインセンティブになっていくと、そうした導入戦略をしっかり進めていただ

く必要があると思いますし、今回そういう意味では2021年度に向けての買取制度の運用案として、

こうした問題認識を踏まえていろいろ知恵を出していただいているというふうに思っております。 

 各論といいましょうか、幾つか基本的にバランスが取れた案で異論がないわけですけれども、

若干やはり強調しておきたい点を申し上げたいと思います。 

 スライドの21、22辺りだと思いますけれども、やはりこれは先ほど松村委員がおっしゃったこ

とを別の言い方で言うことになるかと思うんですが、やはりできるだけ市場統合型の支援制度に

移っていっていただくということが、これはアグリゲーターのビジネスを育てることにもなりま

すし、それによってさらに市場統合を進めていけるというふうに思います。そういう意味では、

このタイミングにおいてはできるだけやはりＦＩＰを選択してもらう、そういうインセンティブ

をうまく設計するということが非常に重要だと思っています。別の委員会の山地先生の大量投

入・主力電源化の委員会のところでも例えば環境価値あるいはバランシングコストについて、Ｆ

ＩＰに移るインセンティブがうまく働くような議論というのはございますけれども、ここは今の

この断面に置いては非常に重要だと思っております。先ほど言いましたように、ＦＩＰに移って

いく電源、ＦＩＰを選択する電源というのをうまく誘導することでさらに市場統合を進めていく

と、そういう環境を作るという意味です。 

 その点で、今回提案をしていただいている電源でいくと、①、②、③とありましたけれども、

特に③でしょうか、既認定分の移行をどうやって促していくかというのは非常に重要だと思って

おります。何分非常に大きな容量を持っておりますので、こちらがうまくＦＩＰの制度に移って

いくということはうまくインセンティブを作る必要があると。その観点からぜひこれは山地先生

の委員会のほうかもしれませんけれども、この環境価値、バランシングコストを含めたそういう

インセンティブが十分働くような設計をお願いしたいと思います。例えば一案ですけれども、若

干の年数ですね、非常に低いけれども、追加的にＦＩＰの下で販売プレミアムが払われるといっ

たような案というのも移っていくインセンティブをつけるという意味であり得る案かなというふ

うには思ったりしております。これはここの議論ではないと理解をしていますけれども、ぜひ検

討をいただきたい点です。 

 それから、２つ目のところでありますけれども、基本的に早期にＦＩＰに移行していくという

思想といいましょうか、考え方は全く異論がありません。ただ、現実に足元でそれを可能にする、
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導入の足を止めないでそれを可能にするには、事務局からも示唆されていますけれども、取引所

の取引の可能性ですとか、あるいはアグリゲーターなどの参入状況等々の条件があるというふう

に思っております。ただ、原則としてできるだけこういう条件がそろえば市場統合を加速すると

いう意味でもＦＩＰに移行していくインセンティブを与えていくということは、先ほど申し上げ

たように必要だと思います。 

 ただ、もしそのＦＩＰの移行を今後2022年度以降でしょうか、考えていくときに50件以上の扱

いの中で特に気になっておりますのが事業用の自家消費型の案件であります。こちらは事業者、

実態としては場合によっては数百ｋＷ規模のものもあるというふうに理解をしておりまして、こ

うした事業用の自家消費型、これはいわゆる需要家として排出を抑えたいという需要家のニーズ

あるいはレジリエンスの強化も含めて、政策的にはぜひ推進をしていくべきタイプの発電形態だ

というふうに思うわけですけれども、こうした形態が果たしてＦＩＰという形態になじむのか、

あるいは入札という形がそぐうのかということについては大きな私は論点としてあると思ってい

まして、これは2021年度の案についてというよりは、2022年度以降の議論をしていくときの論点

として出しておきたいというふうに思います。 

 入札対象外のＦＩＴ案件について複数年価格を示すというのは、全くこれも賛成であります。

それから、入札について今回上限価格を公表するという点についても賛成であります。上限価格

も実際もう既に買取価格というんでしょうか、上限価格もかなり下がって価格目標に近づいてお

りますので、結局今後下げていくとしても、少なくとも価格目標との関係では下げ幅、下げ代と

いうのは極めて限定的になっていると。そう考えますと、あえてそこを非公表するということの

意味合いも薄くなっているのではないかということを考えます。 

 これは１つ事務局に質問なんですけれども、同じことは入札対象外のＦＩＴ案件について複数

年価格を示すというのは賛成だと申し上げましたが、入札対象の案件の上限価格についても今申

し上げた意味で、そもそも上限価格の下げ代というのはほぼ価格目標との関係ではかなり限定的

なので、複数年価格を設定してそちらに誘導する道筋を明確に示してもよいのではないかという

ふうに思いますけれども、この点については今回言及が具体的な提案としては出ていないと思い

ましたので、お尋ねをしたいと思います。 

 住宅用についても御方針については全く賛成でございます。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、今の御質問について取りあえず。 
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○清水新エネルギー課長 

 それでは、最後に御質問いただきました点のところについてでございますが、一応事務局の資

料では先生御理解のとおり、入札対象外については複数年度というふうに書かせていただいてい

て、入札のほうのところについては特にそういった言及は多分させていただいていないと思いま

す。これはどうしてかというと、ちょっと制度設計次第なのかと思いますが、入札を複数回やっ

た場合にだんだん階段が下がっていく形になるかと思うのですが、１年目と２年目というか、複

数年のある種入札対象外のものについて設定されていると、１年目のところの階段というのは何

となく間を刻んで作っていけると思うのですけれども、２年目の階段の作り方というのは３年目

の価格がどうなっているかということにもよるのかなと思いまして、そのあたりの制度設計とし

てどこまでのものを見せることができるのかというところは、ちょっと宿題とさせていただけれ

ばと思います。 

 いずれにせよ、事業者にとって可能な限り予見性が高まるというようなことが一つの今回の提

案のベースとなる思想かと思いますので、そういったことの関係でどういう形でできるのかとい

うのは少し検討したいと思いますが、ちょっとそういう意味では公開のある種１年間固定の調達

価格というものと、階段になっていく入札価格というものは価格の性質が少し変わるのかなとい

うふうに理解しております。 

○山内委員長 

 髙村先生、今の質問についてよろしいですか。 

○髙村委員 

 少し検討いただければと思います。いわゆる制度の運用上の課題だというふうに理解をいたし

ましたので、そのように検討いただければと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 少し事務局に頭の体操をしていただきたいと、こういうですね。 

 それでは、次は大石委員ですね。大石委員、どうぞ御発言ください。 

○大石委員 

 聞こえておりますでしょうか。 

○山内委員長 

 はい。聞こえています。 

○大石委員 

 御説明ありがとうございました。先生方から御発言ありましたように、私個人としては、この
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事務局ご提案の方向性に異論はありません。 

 １点ちょっと気になる点について申し上げますと、62ページのところの上限価格の公表・非公

表の話です。入札価格については、当初公表すると上限に張り付くのではないかということで非

公表ということでやってきたということですが、ここに来てやはり導入量も重要だということで、

先ほど先生方おっしゃいましたように、まずは導入量を増やすことによって価格を下げるという

方向性を見いだすということでの提案ということで賛成いたします。 

 それで、毎回の募集量を減らす代わりに入札の回数を増やすということで、それによって入札

に参加しやすくする、ということについては賛成なのですが、この入札の回数についてです。年

に何回行うのが妥当なのか、以前お聞きしたときには年２回でも事務局としては大変であるとい

うお話でしたので、今回３回なのか４回なのか分かりませんけれども、そのあたり事務局の負担

については心配しております。しかし、できる限り入札量と言いますか応札量も増えることを考

えますと、ある程度回数は増やしていただく必要があると思いました。 

 以上です。 

○山内委員長 

 それでは、今の視点はいかがですか。 

○清水新エネルギー課長 

 ありがとうございました。 

 62ページ目の一番最後の米のところに書かせていただいておりますが、募集回数ですとか容量

といったことについては、下期の入札は今年度のものがございますので、その結果なんかも踏ま

えまして、もう少しもんで提示させていただければというふうに思ってございます。いろんな工

夫をしていかなきゃいけないと我々も認識してございますが、同時に先ほど申し上げましたよう

なちょっと事務的な部分での処理量という限界もございまして、そこのバランスの中で、なるべ

くそういう意味では可能な限り工夫をしながらチャネルを広げていくというか、募集回数を増や

していくようなものをもう少しそういう意味で検討させていただきまして、この入札結果も踏ま

えて改めて御審議いただければと思います。ありがとうございます。 

○山内委員長 

 大石先生、よろしいですかね。 

○大石委員 

 ありがとうございました。 

○山内委員長 

 それでは、全体を通じて事務局からコメントについてお願いします。 
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○清水新エネルギー課長 

 ありがとうございます。事務局でございますが、幾つか御指摘いただいた点について…… 

○山内委員長 

 ごめんなさい。ちょっと待ってください。今マイクをミュートにしていた。どうぞ。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。幾つか御指摘いただいた点についてでございます。 

 まず、入札対象の範囲といったところにつきましては、御指摘のとおりこの250がありきとい

うことではなくて、いろんな今申し上げましたとおり様々な工夫というものの余地も引き続き検

討しながら、理念といたしましては、過去の委員会でもあるとおり可能な限り拡大していくこと

が重要であるという大きな方針はもう既に委員会として決定いただいていると思いますので、そ

の趣旨に沿う形での検討を引き続き重ねていきたいというふうに思っております。 

 それから、髙村委員から御指摘ありました11ページ目の導入量のところの数字でございますが、

こちらについては、これは最後の年、2020年については４月から６月の分ということで一番右下、

1,588という数字になってございますので、いろんな今年度の諸状況等も踏まえますと、そこま

で急激な何か変化があるというふうには認識してございませんが、いずれにせよ、いろんな動向

も見ながら、また入札の結果なんかも含めてもやはりいろんな形でのビジネスの喚起ということ

は重要だと思っておりますので、しっかりと取り組んでまいりたいというふうに思っております。 

 それから、ＦＩＰの移行の部分が重要だという御指摘も一つございましたが、こちらについて

も21ページ目のところでございます。領域③といったところについて少し言及させていただきま

したが、３行目のところでまさにその動機づけとして現在合同会議で検討されているバランシン

グコスト等が考えられるかというふうにございますが、何らかのそういう意味では合理的な動機

づけといったことも少し検討の視野に入れながら、いずれにせよ、やはりこのアグリゲーション

ビジネスの活性化ということがそのものも価値ですし、これがやはり再エネ市場統合の鍵になる

ということが他の委員会でも御議論、御審議いただいておりますので、仕組み上の工夫というの

は引き続き考えていきたいと思います。 

 それから、自家消費といったことについては我々としてもこの取扱いというのは大きな論点だ

というふうに思ってございまして、自家消費という単語の中にもすごい小さなものから大きな工

場、様々な形があるかと思いますので、引き続き実態もよく踏まえながら、それぞれの仕組みに

応じた適切な制度の手当てといったことについては引き続き検討したいというふうに思っており

ます。 

 幾つかすみません、取りこぼしがあるかもしれませんが、事務局のほうからは以上でございま
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す。 

○山内委員長 

 よろしゅうございますでしょうかね。 

 それ以外に特段発言はございますか。なければ伺っているところ、基本的に皆さんおっしゃっ

たのは、今回の事務局の提案に基本的に御賛同いただけますということでありまして、今、清水

課長が御発言があった点についてはいろいろコメントありましたけれども、それについて皆さん

ある程度御理解いただいているものというふうに考えたいと思います。 

 ですので、最初にちょっとまとめを言いましたけれども、基本的にはあの事務局の御提案の内

容で今回皆さんの御理解をいただけたというふうにさせていただこうと思います。よろしゅうご

ざいますかね。 

 ありがとうございました。 

 それでは、後半に移ります。後半は風力ですけれども、風力も太陽光と共通の部分もあります

から、そういったところも考えながら御説明いただければと。よろしくお願いいたします。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 続きまして、資料２というところで風力発電についてという資料でございます。 

 １ページ目のところ、本日御議論いただく事項ということで風力の来年度、それから、再来年

度以降も含めた取扱いというところでございます。 

 ２ページ目のところで前回９月29日に御議論いただいている今年度の論点項目でございますが、

風力については22年度以降の取扱い、それから、21年度の取扱い、特に入札制の導入といったこ

との方向性が昨年度の委員会の中で提示されている中で、これを具体的にどういう形にしていく

か、それから、着床式の洋上風力の再エネ海域利用法外のところの取扱い、同じく再エネ海域利

用法外の浮体式の取扱いといったことが大きな論点でございます。 

 風力のほうの実態で、まず風力については21年度の取扱いのほうから論点を提示させていただ

ければと思います。ページ進みまして、まず10ページ目のところで先ほど太陽光で省略してしま

いましたが、風力のほうの認定、それから、導入の状況といったところのデータでございます。

上の半分がＦＩＴの認定のところ、それから、下半分が導入量ということでございまして、認定

量でいきますと、一番右のところで規模の全部の総計でございますが、直近のところからいきま

すと、1,355、それから、1,116、1,310、2,076となってございまして、毎年1.1から２ギガぐら

いの認定というのがずっと続いているという状況でございます。導入量につきましては、その下

のところに載っているところの状況でございます。 
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 次のページ、11ページ目のところでございますが、資本費の規模別の分布状況というところで

ございます。定期報告全体での中央値というものが四角囲いの真ん中にございますが、34.4万円

というふうになってございますが、これは7,500ｋＷ以上の規模で見ますと31.2万円、それから、

より大規模の３万ｋＷでいくと27.5というようなことで、規模が大きくなるにつれてより低い資

本費で事業が実施できているという状況でございます。 

 12ページ目、規模を統合した形での時系列の推移でございますが、設備費、工事費ともに大き

な変化はなくほぼ横ばいといったような状況でございます。 

 13ページ目、接続費、今の資本費の中の接続費でございますが、こちらについては想定値１万

円といったものに対して平均値が1.3で中央値が0.4といったようなことの状況でございます。 

 飛びまして15ページ目、今度は運転維持費でございますが、こちらは想定値が0.93といったも

のに対して全体で1.24、一方で先ほど申し上げました7,500といったところでいうと1.04、３万

というところでは0.99といったようなデータになってございます。 

 16ページ目でございますが、今度は設備利用率、こちらにつきましては、今は26.5％というの

が想定値になってございますが、下のところで見ていただければ平均値、中央値は分かりますが、

徐々に設備利用率というのは上がっているということで、これは風車の大型化・効率化といった

ようなことでの設備利用率の向上というふうにつながっているというふうに理解してございます。 

 17ページ目、これらも踏まえたコストというところでございますが、大体10円台前半といった

ところで横ばいに推移しているというような状況でございます。 

 飛びまして、今度は19ページ目でございますが、リプレースといったところについての認定と

導入の状況ということでデータの提示でございます。 

 20ページ目でリプレース区分についての定期報告データで新しく得られたデータに基づきます

と、こちらは43.3万円といったことになってございますが、こちらは１件でございますので、引

き続き実態把握が必要かというふうに考えております。 

 こういった今ファクトの部分を踏まえまして、22ページ目以降で陸上風力の取扱いの案という

ところでございます。 

 まず、22ページ目でございますが、全体といたしまして入札制の導入という仕組みのところで

ございます。陸上風力につきましては、諸外国を見ましてもコスト低減のポテンシャルが大きい

電源でございます。日本においては、全体で見ますと横ばいで推移しつつあるという中でござい

ますが、導入量で見ますと、エネルギーミックスの水準1,000万ｋＷを超えるような認定量とい

ったところの1,160万といったところまで来てございます。今後のコスト低減、そういった中で

加速させていくという観点からも入札制を導入して、競争によってコスト効率的な案件の導入を
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図っていくということが重要ではないかと。それから、昨年の委員会での御意見ということも踏

まえまして、来年度から入札制を適用とするというふうにしてはどうかという案でございます。 

 その範囲でございますが、陸上風力につきましては、小型のものにつきましてもコスト効率的

に実施できるということで、現在全ての規模が一律の区分というふうになってございます。一方

で、入札といった行為に対しての準備といったようなこと、こうしたことも踏まえまして、太陽

光発電と同じところの250ｋＷというところを採用しますと、容量ベースでいくと99％といった

ところになりますというところで、入札がもたらす競争、価格低減のメカニズムといったことを

しっかり機能させるという観点から、入札対象範囲を250ｋＷ以上というふうにしてはどうかと

いうのが対象範囲の案でございます。 

 後ほど御提示させていただきますが、３年間ということで複数年度の価格提示ということを御

提案させていただければと思っていますが、こうした場合につきまして入札対象範囲については、

こちらは３年間について250ｋＷというふうに維持するということを原則としつつ、先ほど太陽

光のときもございましたが、今後の入札の結果やいろんな工夫の余地といったことも踏まえて必

要に応じて22年度以降の入札対象範囲については見直すというふうにしてはどうかというのが入

札対象範囲の案でございます。 

 23ページ目、陸上風力についての入札に当たっての上限価格の公表・非公表、それから、募集

容量といった論点でございます。先ほどと同じでございますが、入札の設計に当たっては２つの

方向性があるという中でございますが、業界ヒアリングにおきましては、入札を導入する場合に

は新たに導入する中で、やはり上限価格を明示してほしいというような御要望をいただいてござ

います。 

 陸上風力につきましては、先ほど御説明申し上げましたとおり過去４年間の認定量が大体１か

ら２ギガといったような規模で推移してございまして、量の面での競争というのが十分可能な状

況というふうに考えてございます。こうした中で上限価格を公表することによって予見性を高め、

効率的・計画的な案件開発ということをしていただくという中で取引量が増加して、さらなるコ

スト効率化・競争というような好循環をうまく作っていくことが有意義なのではないかというこ

とで、陸上風力につきましてもこうした観点から上限価格を事前公表するということも一つの案

として考えられるのではないかと。 

 一方で、先ほどの太陽光と同様でございますが、他の応札者との競争といったことが働くよう

な仕組みにしていくということも同時に重要でございます。10月30日に実施された業界ヒアリン

グに置きましても、年間１ギガ以上の認定量または募集量の設定といったような御要望がござい

ました。こういったことも踏まえますと、例えば事前公表をする一方で募集量は１ギガというふ
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うにするという案①、もしくは上限価格については事前非公表としつつ募集容量を大きくすると

いうような案がございますが、業界からの御要望、また、計画的・継続的な案件開発といったよ

うな形で価格目標の達成、それから、導入量の拡大ということを同時に図っていくという観点か

らしますと、陸上風力につきましても案①といった形にしてはどうかということでございます。 

 先ほどの太陽光と同様に、また、風力については特に案件形成といったことについての地元調

整等がより必要になるといったことも含めまして、これまでも３年間の複数年度の価格といった

ことを取りまとめてきたということを踏まえますと、風力については向こう３年間の上限価格と

いうこと、それから、年間募集量というものを示すという形にしてはどうかというふうに思って

おります。 

 ただし、募集容量につきましては、それが十分競争は働かない、もしくは物すごい御要望があ

りまして、大量導入という観点からむしろ募集量をもう少し増やしたほうがいいというようなケ

ースもあるかと思いますので、こうした大きく差が発生するような場合につきましては、22年度

以降について必要に応じて見直すというふうにしてはどうかというふうな案にさせていただいて

おります。 

 今申し上げましたような仕組みにした場合に上限価格というものを仮に公表するということに

なりました場合に、価格をどういうふうに設定するかというのが24ページ目の案の以降でござい

ます。３年間の上限価格を示すということで、３年後の2023年度に達成すべき水準といったもの

をどう設定するかというところでございます。 

 資本費につきましてでございますが、全体で見ますと、先ほど途中で申し上げましたように横

ばいということでございますが、大規模なものが近年増えています３万ｋＷ以上といったような

ところの数というのが増えつつございまして、こうした大規模なものにつきましては、より効率

的な水準となっているという中で、トップランナー的な考え方というものを踏まえますと、こう

した部分の資本費といったものを目指すべき水準として設定してはどうかということで、今、足

元は28.2といったものについて、３年後に27.5といったところの水準を目指すというふうにして

はどうか。 

 それから、続きまして、運転維持費といったものにつきましては、こちらは引き続き、もとも

と今の想定値は0.93でございますが、実績で見ますと、今の３万ｋＷ以上という大きなもので見

ましても0.99というふうになってございます。そのため、引き続き目指すべき水準として今の想

定値0.93といったものを想定してはどうか。 

 続きまして、設備利用率についてでございますが、直近のものについての中央値の平均値とい

うもので見ますと28％といったものになります。これは2020年のときの想定値25.6といったとこ
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ろよりも増えていると。これは風車の大型化といったようなことが背景にあるかと思いますが、

こういった状況も踏まえまして、2023年度に規模にかかわらず28ということを目指すというふう

にしてはどうかということでございます。 

 10月30日に実施いたしました業界ヒアリングにおきましては、業界のほうから来年度の価格を

据え置きつつ、そこから29年に向けて１円ずつ下げていくといったようなイメージが紹介されて

いるということでございます。これも踏まえまして、2023年度の先ほどのゴールに向けまして、

来年度の価格については足元のｋＷｈ当たりコストというものが低下していない中で、かつ今回

新しく入札制を適用するといったことを踏まえまして、今年度の価格における各想定値をそのま

ま用いるというふうにしつつ、23年度のゴールに向けて22年度のところに線を引いていくという

ふうにしてはどうかということでございます。 

 具体的には25ページ目のところでございまして、今申し上げましたとおり2023年度に資本費

27.5、運転維持費0.93、設備利用率28といった諸元での価格設定というのを念頭に足元の諸元を

来年度については用いまして、22年度については間を取るといったような形にしてはどうかとい

うことでございます。 

 入札に係るその他の事項ということで募集回数ですとかスケジュールといったことにつきまし

ては、本日の御議論も踏まえまして改めて御議論いただければというふうに思ってございます。 

 それから、この形で御審議いただいて御了解いただくことが前提でございますが、一部を入札

対象外というふうにした場合に、その部分についてはこの上限価格と整合的な形での設定という

ふうにしてはどうかということ、それから、リプレースの区分につきましては、こちらについて

は少しそういう意味では入札の対象のものとそもそもの案件形成のプロセスが変わってくるとい

うところもございますので、現時点では入札制の対象としないというふうにしつつ、入札対象外

の調達価格から接続費分を差し引くというこれまでと同じような考え方で設定してはどうかとい

う形でございます。 

 以上のところが陸上風力についての考え方ということの方針でございます。 

 次のページ以降が洋上風力というところでございます。洋上風力につきましては、再エネ海域

利用法のほうで進めているところでございまして、それ以外の部分といったところでの状況でご

ざいます。 

 28ページ目のところで、国内の動向ということで再エネ海域利用法に基づく認定の状況という

ことで、４つの区域について促進区域、それから、新しい４区域について有望な区域というふう

にしてございまして、長崎県については公募が既に開始しておりまして、これの秋田の２か所、

それから、千葉については本日付で公募を開始しているというような状況でございます。 
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 29ページは飛ばさせていただきまして、ここから先のところについては参考の資料でございま

すので割愛させていただきまして、36ページ目のところまで飛ばさせていただけますと幸いです。 

 36ページ目のところでございますが、着床式洋上風力の再エネ海域利用法適用外のところの取

扱いということでございまして、具体的には一般海域ではない港湾とか、もしくは実証機のよう

な物すごく小さなものといったものが念頭にございます。こうした部分の取扱いということで、

今年度から入札制の適用というふうになってございます。この入札の結果というものを公表され

るのが12月25日というふうになります。この部分については、この12月25日の入札結果といった

ものを踏まえて設定していくというふうにしてはどうかというふうに考えております。結論的に

は、また改めて御審議いただければと思ってございます。 

 37ページ目に今度は浮体式の洋上の同じく再エネ海域利用法の適用外の部分というところでご

ざいます。こちらにつきましては、再エネ海域利用法の下で今回長崎県五島市沖で初めてプロジ

ェクトを今実施しているところでございますが、この部分につきましての調達価格はこれまでの

価格も踏まえまして36円というふうに設定されております。黒四角の３つ目のところでございま

す。こうした状況である一方で、浮体式の洋上風力については今の時点で大規模な開発段階に至

っていないという状況、それから、具体のプロジェクトが今急激に増えてくるといったような状

況にないというようなことでございます。こうした中で将来的な普及拡大の可能性等も見据えつ

つ、当面、この再エネ海域利用法適用外の浮体式といったものについては、３年間は今の足元の

想定値を据え置くといったような方針にしてはどうかというところでございます。 

 一番最後に風力についての22年度以降の取扱いというところでございます。風力につきまして

の取扱いといったところにつきまして、43ページのところで先ほどの太陽光と同じ絵を描かせて

いただいておりますが、この領域①、②といったところのどちらにどういう形で適用していくか

というところでございます。 

 先に進みまして、46ページ目のところにその取扱いの案というふうにさせていただいておりま

す。 

 風力につきましても当然ＦＩＰ制度の下での電力需要の統合といった大きな方向性ということ

は非常に重要であります。そういった観点から風力発電を早期のＦＩＰ制度の対象としていくこ

とは非常に重要だというふうな基本的な認識でございます。 

 一方で、業界ヒアリングにおきましても、ＦＩＰ制度の対象とすることにつきまして、関連制

度の速やかな整備、事業環境整備といったようなこと、それから、これまでの取組を推進してい

くという形でしてもらいたいという御要望もいただいております。その中で今回新しく入札制度

を導入するという大きなステップを踏むという中で、入札制度の下でのコスト低減を進めていく
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という取組と同時にＦＩＰ制度も導入するというのは、発電事業への参入を急激に高めるといっ

たようなリスクもあるのではないかということも考えられるかと思います。そういう意味で、こ

の基本的な方向性といたしまして、まずは入札制の導入といったことのコスト低減ということを

しっかり進めるという観点から、2022年度につきましては、風力発電についてはＦＩＰのみが適

用される区分、先ほどの証言でいきますと、対象①となる区分については設けないというふうに

した上で、来年度以降の委員会において御議論をいただくというふうにしてはどうかというふう

に考えております。 

 47ページ目のところで概念図というところでございますが、風力につきましてはＦＩＰだけの

対象となっているという先ほどの領域①といった概念の部分がなく、基本的には領域②と言った

部分に2022年度についてはこういう形にしてはどうかということでございますが、同じようにＦ

ＩＰの下での入札対象外といったものを希望されるという中で、ＦＩＰに移っていくといったこ

とについては、これは認めていくというふうにしてはどうかというふうに思ってございます。先

ほどと同じになりますが、50キロですとか250ｋＷといったようなところの入札対象外の線引き

といったものについては、これはあくまで便宜上の仮定ということで、今回の御審議をいただく

ことの前提でございます。 

 先ほどの太陽光と違いますのは、風力については３年間の入札ということで、基本250ｋＷと

いうことで３年間にしてはというふうなことにさせていただきつつ、状況に応じて250ｋＷは変

更していくというふうにしてございますので、太陽光よりも半歩踏み出して250ｋＷをある種基

本としつつ、変わる場合は当然あり得るといったような意味での米印というふうに御理解いただ

ければと思います。 

 事務局からの説明は以上となります。 

○山内委員長 

 どうもありがとうございました。 

 今御説明あったように、風力陸上について入札制を入れるということで、250というのは取り

あえず３年間ですけれども、見直すこともありで、21年度からやりましょうということと、風力

のほうは上限価格３年間について事前公表すると。一応年間の募集量も１ＧＷとするということ

ですね。これがポイントで、それから、洋上のほうは、これは再エネ海域利用法適用外のところ

ですけれども、取りあえず着床式については今回入札をやったので、その結果を見て決めましょ

うということ、浮体式については、価格については一応36円ですかね、この想定値を据え置くと

いうことです。 

 それから、風力の22年度以降のＦＩＰの扱いというのは、22年度についてはＦＩＰの制度のみ
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適用を認められる区分は設けないと、こういうことで御提案されたということです。 

 要点はそんなところかなと思いますけれども、御意見を伺いたいと思います。これも先ほどの

順番でよろしいですか。いつも同じで申し訳ございませんが、山地委員からお願いしたいと思い

ます。 

○山地委員 

 聞こえますでしょうか。 

○山内委員長 

 聞こえております。 

○山地委員 

 まず、陸上風力ですけれども、入札へ移行していく、それから、上限価格を公表して複数年で

やる、基本的にこの事務局案に賛成ですけれども、ここで１つだけちょっとまだ私決めかねてい

るところは、事務局は250ｋＷについては入札対象外という提案なんですけれども、これどうか

なという感じがします。太陽光と合わせたというわけではもちろんないんでしょうけれども、た

だ、250ｋＷというのは大体高いですよね。それと件数がかなりあるというけれども、10枚目ぐ

らいのところに何か件数データがあるけれども、それほどあるようでもない。上限価格を公表し

て入札プロセスに入れば、だから、小さいところはおのずから入ってこないんじゃないか。にも

かかわらず、ここに入札対象外という枠を設ける必要があるのかどうか、私ちょっとここは疑問

を持っております。 

 あとは、洋上風力について再エネ海域利用法適用外のところについては、要するに再エネ海域

利用法のところの上限価格を決めて入札しているところですから、その落札価格を見て決める、

結構だと思います。着床式のところですね。 

 それから、浮体式は36円という状態を維持するということですけれども、本当はこれ実証支援

みたいなものだと思いますけれども、それでも価格のレベルを示していくというのはよろしいん

じゃないかと思います。 

 あと、ＦＩＰへの移行については、要するに来年度ＦＩＴのところで入札に移行したところで、

翌年今度はＦＩＰかというのは確かに事務局おっしゃるようにちょっと慌ただしいと思うので、

少し様子を見るということは事務局提案に賛成します。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。回答は後ほど事務局からコメントをいただきます。 

 次は、松村委員、どうぞ御発言ください。 
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○松村委員 

 まず、陸上風力１年据え置いてその後少しずつ下げていくという提案に関してですが、なぜ据

置きなのかということはもろ手を挙げて賛成とは言えない。しかし、実際にコストが下がってい

ないということと、それから、協会からもこういう提案が別の文脈で出ていたと思うのですが、

それとも整合するので、コストが下がっていないけれども、着実に下げていくということに関し

ても、この提案であれば理解が得られると思います。事務局案を支持します。 

 それから、ＦＩＴ入札とＦＩＰ入札対象外で原則ＦＩＰを入れないというのも、これも原則は

ＦＩＰ、原則は入札ということからしたらおかしいのではないかという考え方もできるとは思う

のですが、入札制度を入れて、それで着実に調達コストを下げていくことのほうが重要ではない

かとの指摘は確かにそのとおりだと思いますので、事務局案を支持します。全般に事務局案のと

おりでよいと思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 それでは、髙村委員、どうぞ。 

○髙村委員 

 髙村でございます。 

 まず、上限価格の公表については御提案のとおり賛成であります。先ほどの太陽光での議論も

そうですけれども、特に風力に関して言うと、それ以上にリードタイムの長さ等を考えますと、

できるだけ予見可能性のある形で事業が形成をできるという意味で上限価格を公表して、それを

価格目標に向けて下げていくと、そういうものとして理解をして運用していくということかと思

います。 

 ２点目は陸上風力の上限価格についてなんですが、松村委員がおっしゃったニュアンスに少々

近いものがございまして、21年度を18年価格を維持というふうに読めるんですけれども、これに

ついては若干抵抗感を正直なところ感じております。しかし、既にこのような水準で事業の過程

にいらっしゃる案件があるということだとすると、若干の猶予を持って22年から徐々に下げてい

くというのは消極的な形で賛同するということです。 

 ただ、18年を21年度価格を維持するように読めるという点で気にしていますのは、これは再エ

ネ海域利用法の上限価格の議論のところでも発言させていただいたと思うんですけれども、やは

り資本費を今まとめて見ているわけですけれども、むしろ例えばタービンのように国際価格が形

成されているのではないかと思われるものもあるというふうに思っております。その意味で価格
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が下がっていないというところをもう少し実際の足元のコストが下がっていないというところを

どういうふうに下げていくのか、買取制度もそれを誘導していくようにこれまで運用を心がけて

きたというふうに思っていまして、その意味で今回の提案について積極的反対はいたしませんが、

少なくともやはり国際価格に近づけていくもの、それから、例えばこれは風力だけじゃありませ

んけれども、工事費等々をどういうふうに低減していくかといったもう少し砕いたコストの評価

あるいはコストの削減のポテンシャルを見て、単に足元だけのポストで上限価格を設定しないと

いうことはこれまでもやってきましたし、今後やっていく必要があると思います。 

 １つ御質問でありますけれども、このときの21年、22年、23年の上限価格についてＩＲＲの前

提は同じく８％という想定でしょうかという質問でございます。これが先ほど国際価格に近づけ

ていくべきものという点と併せて21年度据置きに対して積極的に反対はしないにしても、やはり

慎重に考えなきゃいけないんじゃないかと思っている理由でもございます。これはＩＲＲの設定

についてはぜひ御質問に答えていただきたいというふうに思っております。 

 最後、ＦＩＰに関しては御提案の形で賛成であります。これは先ほどの太陽光と同様に、むし

ろＦＩＰへの移行を新認定のものについても選択していただく、あるいは既認定のものについて

もＦＩＰに移行していただく、特に風力に関しては太陽光以上にＦＩＰになじみやすいタイプの

発電設備だというふうに思っておりますので、その意味でもＦＩＰへの移行のインセンティブを

別の委員会のところでしっかり議論をお願いしたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。 

 それでは、ＩＲＲの想定についてのところだけ取りあえずは。 

○清水新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 ＩＲＲについては、こちらは今、先生御理解のとおり８％になってございまして、これからそ

ういう意味では価格の設定というのは、今回はまだ諸元の御議論をいただいているだけでござい

ますので、今の時点で何かそこが決まっているわけではございませんが、価格の算定に当たって

は８％というふうになってございまして、これはむしろ先生方のほうからここの部分については

次回以降の回でしっかり改めて議論するということの御提起がございましたら、ちょっと事務局

のほうで論点を整理させていただければと思いますので、御審議いただければというふうに思い

ます。 

 ほかの点は取りあえずよろしいですか。 
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○山内委員長 

 そうですね。全部終わってからまとめてコメントしてもらおうと思います。髙村委員、いかが

でしょう。今の御回答はよろしいですか。 

○髙村委員 

 ありがとうございます。そういう意味では、資本費の中をもう少ししっかり見ていただくとい

うことと、あと、先ほどのＩＲＲの設定についてはいま一度御検討いただけると大変ありがたい

と思います。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 次は、大石委員ですね。どうぞ御発言ください。 

○大石委員 

 ありがとうございます。 

 私も今の先生方の陸上風力のところがやはり一番気になりました。前回の会議でも発言させて

いただきましたが、今回頂いた資料の17ページの国内の動向などを見ても、案件による差が大き

いということで、場合によっては最終的な価格目標である８円から９円のコストで既に実施でき

ている案件もあるとのこと。やはり2030年に、全体をこの価格にするためには１円ずつでも目標

に向けて下げていかないと厳しいのではないかと考えております。ここで１年間価格を据え置く

ことについて、髙村先生の御質問の内容などを聞いておりまして、やはり据え置く必要があるの

だなとも思ったのですが、できれば下げたほうが今後につながるのではと私自身は思いました。 

 ただ、絶対そうでなければ認めないというほどの強いものではありませんが、その部分につい

て少し疑問が残っているというところです。ほかの点については異論ありませんし、風力という

のは今後2050年のカーボンゼロに向けてどんどん入っていってほしい電源ですので、ぜひ入札制

も含めて積極的に入札に参加していただけるような制度設計にしていただきたいと思っています。

参加される方には、価格は低いよりは高いほうがよいことはわかるのですが、全体を見たときの

価格設定としては疑問が残っている、ということです。 

 以上です。 

○山内委員長 

 ありがとうございました。 

 何名かの方も共通した御指摘もございまして、全体について事務局から御回答をお願いしたい

と思います。 
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○清水新エネルギー課長 

 ありがとうございました。 

 順番に幾つか申し上げますと、まず山地委員から御指摘いただきました入札対象の線引きのと

ころでございますが、10ページ目のところで年度別の認定量や導入量と。特に今回の場合でいき

ますと、入札の対象の認定量といったところになるわけでございますが、上の段のところの左の

ほうで2020年度というのはちょっとまだ動いていないので、2019年、18年といったところで見て

いただければと思いますが、例えば2019年度のところでいきますと、これは小型風力のところの

価格を見直した後のところでございますが、約200件といったものが20から50ｋＷのところに数

字が出ているかというふうに思います。そういう意味で大体多分これくらいの規模のものについ

て出てくるという中で、入札の実務とのバランスの中、それから、小型のものと大型のものとの

間での入札への準備といったことの観点で見たときのバランスとして、こういった形での提案と

いうふうにさせていただいたところでございます。 

 それから、戻っていただきまして８ページ目のところでございますが、諸外国の入札対象とい

ったところの実情といたしましても、例えばドイツなんかでいきますと750ｋＷといったところ

での対象というふうになってございまして、入札の対象といったところがこういった形でどこの

国でも一定のところで線が引かれつつ、同時になるべく多くのものを対象にしていくべきという

ことの御趣旨も当然我々としても重要だと思っているところでございまして、こういった中で事

務局の案としては250とさせていただきましたが、御審議の上でやはりもう少し検討ということ

でありましたら、実務的に回るのかといった点、それから、先ほど申し上げました太陽光のほう

の話ですとか、あと、入札の頻度とかそういったことも含めてどういうふうにしていくのかとい

う論点かというふうに認識してございます。 

○山地委員 

 山地ですけれども、私ちょっと10枚目のスライドの数値を読み間違えていました。200もある

というちょっと認識が足らなかったので、あの数値を今確認しまして、事務局案は取りあえずよ

ろしいんじゃないかと思うように意見を変えます。 

○清水新エネルギー課長 

 ありがとうございます。趣旨としては我々も深く理解をしておりますので、引き続き事務の工

夫というのはちょっと不断に考えていきたいと思いますが、ありがとうございました。 

 続きまして、資本費のところというかコスト構造のところについてということでございますが、

12ページ目のところで設置年別の推移といったところがございまして、幾つか御指摘いただきま

した工事費や設備費の内訳といったようなところも含めて載せてございます。恐らく風車の大型
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化みたいなこともございますので、工事費とか設備費というのはそういう要素での高くなる傾向

というのはある部分があるのかもしれませんが、結果としてそういう意味では横ばいから少し上

がっているといったようなところでございます。 

 一方で、16ページにございますとおり逆に風車 が大型化しますと設備利用率が上がるという

ような関係になる中で、全体としてのコストというのが17ページに載せているものという中でご

ざいまして、結論として足元でのコストが横ばいというようなところが大きなトレンドかなとい

うところ、それから、我々として悩みましたのは、今回の入札制といったものをどういうふうに

捉えていくかというところでございますが、太陽光につきましては、上のほうからある意味徐々

に入札の対象というのを切り下げていくような形でございますが、一方で先生方御存じのとおり、

やはり低圧のものなんかも含めて太陽光の場合はかなりいろんな規模のものがある中で、必ずし

も入札のカバレッジがそこまで大きくなかったというところでございますが、風力については、

かなりそういう意味で今の250ｋＷのところ以下は除きますが、それ以外のところでかなりのカ

バレッジになっていく中で、先ほど申し上げましたこれは、一つの上限価格としてむしろ量の中

で各社さん競争していただくといったような仕組みのときでの上限価格の設定といったところに

ついて、悩みながらこういう形もあるかなというふうに思いましたが、今日いろんな形でまた御

指摘いただきましたので、改めて少しそこはもう一段の検討をさせていただく必要があるかなと

いうふうに認識してございます。 

 以上でございます。 

○山内委員長 

 ありがとうございます。ということで山地委員、最初の御提起と250キロのところは御納得い

ただいたということで、あと、コストの構造についてはもう少し見直すけれどもということで事

務局から御回答いただきました。 

 全体を伺っている中で、御意見の中では御賛同と、それから、積極的に反対はしないと、こう

いうことだったんですけれども、論点は今のコストの構造のところですので、その点については

またいろいろ事務局のほうで汗をかいていただくということにして、基本的には今回の御提案を

御理解いただいたという認識でよろしいかと思いますので、よろしゅうございますでしょうかね。 

○山地委員 

 山地ですけれども、先ほど上限価格を決めるときの価格水準自体は私申し上げなかったんだけ

れども、やっぱり松村委員おっしゃったようにＩＲＲを風力についても、特に陸上風力について

も今後は少しどう決めていくかというのをちょっと考えるということは提案したいと思います。 

○山内委員長 
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 ありがとうございます。事務局としてもそれを念頭に置いてこれから少し検討していただくと

いうことで理解させていただきます。よろしゅうございますかね。 

 それでは、議事は以上でございますが、何か特段御発言の希望があれば受け付けたいと思いま

すけれども、いかがでございましょう。よろしいですか。 

 

３．閉会 

 

○山内委員長 

 それでは、以上をもちまして第63回調達価格等算定委員会を閉会とさせていただきます。御協

力いただきまして、ありがとうございました。 
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